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毎年 1 度開催している私どもの事務所のゴルフコンペは今年 34 回目を迎え、先月 17 日に無事終了し

ましたが、実はこれまでにはない大きなハプニングがありました。それは開催日の 1 週間前に会場の変更

を決定し、当初の予定とは違うゴルフ場で開催したことです。34 回目にして初めての「大事件」でした。 

経緯をご説明します。当初開催を予定していたゴルフ場に、練習ラウンドと称して事務所職員とともに

1 週間前にプレーに訪れました。いつものように練習グリーンにてプレー前のパター練習を始めました。

ところがボールを転がすと動きが明らかに違いました。芝生の表面に凸凹が多く、しかもところどころ茶

色くなっていたり、全体的にかなり荒れていました。まあ練習グリーンは仕方ないかと思い直しました。 

しかし、そこから見えた最終ホールのグリーンは、遠目に見ても更にひどい状態でした。愕然としまし

た。18 ホールあるグリーンのうち一体どれくらいがまともなんだろう？これ本当に大丈夫か？快晴のは

ずが、プレー開始前に心の中に暗雲立ち込める状態に陥りました。そこから恐る恐るラウンドを始めて各

ホールの特にグリーンの状況を確認していきましたが、もう 5 ホールほど回った時点で、これはダメだ！

まともにパッティングができない！このままではまずいことになる！と悟りました。 

決断せざるを得ませんでした。一応最後までラウンドはしましたが、私はそこからプレーそっちのけで

代わりのゴルフ場探しです。ネットで適当なゴルフ場を何件か当たりながら、結局昨年開催したゴルフ場

が奇跡的に空いていたので、電話して何とか予約が完了しました。新たに決めたゴルフ場も、今年の夏の

猛暑により一部芝が枯れて剥げてしまってるグリーンもあるようでしたが、プレーに支障の出るレベルで

はないとの話でした。実際に回ってみても特に支障はありませんでした。 

今回開催を予定していたゴルフ場は、決して初めての訪問ではなく、過去にも何度かそしてこの春にも

プレーに訪れており、状態も特に悪い印象はなかったので安心していました。このゴルフ場に限らず、夏

の時期に一気に状態が悪化してしまったようですから、来年以降は夏を過ぎた頃に下見が必要なのかもし

れません。しかし 5 組ずつ連続の 10 組ほどの予約となると、かなり早くから予約を入れないと確保でき

ない可能性があり、直前に異常事態が発覚したとしても、そこから代わりのゴルフ場を探して予約するの

は、ゴルフ人気が復活した近年では平日でもなかなか難しいように思います。 

今回開催を予定していたゴルフ場には、直前のキャンセルでご迷惑をお掛けしたことを当日帰りに謝罪

しました。話をすると、事情を理解し受け入れてくれました。ゴルフ場には大変申し訳ないですが、仕方

ないです。ゴルフコンペというイベントの主催者として、まず第一にご参加いただく方々に満足していた

だかなければなりません。快適にプレーできるゴルフ場を設定するのが、主催者の責務です。 

さて来年以降の設営をどうするか悩ましいところです。毎年同じゴルフ場なら安心ですが、いろいろな

ところで開催したい立場からすれば、事前に情報を入手したり現地を訪問したりしながら、できるだけ詳

細に確認するしかありません。しっかり確認を行うつもりでおります。ご参加いただいた方々には、直前

に突然の変更でご迷惑をおかけしました。何卒お許しいただきますようお願い申し上げます。 

 

 

7 日前に会場変更 
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非

令和 6 年 年末調整について 

今年は、定額減税が実施されていることもあり、それを考慮した年末調整事務が必要です。 

改正点等を記載しますので、ご確認下さい。 

 

【 定額減税のおさらい 】 

●対象者：日本国内の居住者 かつ 令和６年の合計所得金額が 1,805 万円以下（給与収入のみの場合、

給与収入が 2,000 万円以下） 

●減税額：①本人 30,000 円、②同一生計配偶者または扶養親族、１人につき 30,000 円 

 

【 定額減税をふまえた年末調整の手順 】 

１．申告書の受理及び年

調減税額の計算 

従業員から受理した「扶養控除等申告書」、「配偶者控除等申告書兼年末調整に係

る定額減税のための申告書等」に記載された現況により、定額減税額（＝年調減

税額）を計算・確認する。 

※R6.7 以降の扶養親族増減を反映する。 

※「16 歳未満の扶養親族」も定額減税対象のため、注意する。 

２．年調減税額の控除 年調計算により算出した所得税額から、税額控除額（住宅ローン控除等）を差し

引いて所得税額（＝年調所得税額）を算出し、さらに年調減税額を控除する。０

の場合は、０。 

３．源泉徴収票への表示 源泉徴収票の「（摘要）」欄に、次の内容を記載 

① 年調減税額（＝実際に控除した額） 

② 控除外額（＝控除しきれなかった額） 

※控除しきれなかった金額がない場合は、0 円と記載 

③ 本人の合計所得金額が 1,000 万円超である場合に、同一生計配偶者分を年調

減税額の計算に含めた場合は、「非控除対象配偶者減税有」の旨 

 

【 その他 】 

●合計所得金額が 1,805 万円を超える見込みの人であっても、月次の定額減税が行われているので、年末

調整の結果、合計所得金額が 1,805 万円を超えることが確定した場合は、定額減税分は徴収される。 

●同一生計配偶者や扶養親族となっている給与所得者の源泉徴収票には「源泉徴収時所得税減税控除済額

0 円」「控除外額 30,000 円」と記載する。 

●控除しきれなかった年調減税額は、R7 に「調整給付」として、市町村より支給される予定。 

（記事担当：社会保険労務士 小山雅広） 
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2024 年 12 月 2 日からは健康保険証の新規発行が終了予定であり、マイナンバーカードと健康保険証

の紐づけを進める方も増加しています。 

その一方で、総務省によるとマイナンバーカードの保有率は 75.2％（9 月末時点）であり、国民の約 4

分の 1 はマイナンバーカード自体を取得していないという現状があります。 

「12 月以降の保険証がどうなるのか」について、状況別に確認しましょう。 

★マイナンバーカードやマイナ保険証を持っていない場合 

従来の保険証については、記載された有効期限内であれば、最長で 2025 年 12 月 1 日まで使用可能で

す。また、その後も自治体や健康保険組合などから発行される「資格確認書」により、最長 5 年間は保険

証の代わりとして使用できます。なお、「資格確認書」については、当面の間は申請手続きなどを行わなく

ても交付される予定です。 

★マイナ保険証を持っている場合 

従来の保険証とマイナ保険証の両方を持っている場合は、2025 年 12 月 1 日まではどちらも使用可能

です。それ以降は従来の保険証が使用できなくなるため、マイナ保険証に一本化されます。 

ただし、医療機関や薬局などにカードリーダーがない場合や、停電などによってマイナ保険証が使用で

きない場合に備え、今年 9 月頃に「資格情報のお知らせ」が保険証の発行元から送付されています。 

マイナ保険証を持っているにもかかわらず、何らかの理由によって使用できない場合には、「資格情報の

お知らせ」によって代用できるため、破棄せずに必ず保管しておきましょう。 

 

＜医療機関の受診時に利用できるカード類＞ 

■健康保険証 

12 月 2 日から新規発行停止。発行済みの場合は最長 1 年間利用できる。 

■マイナ保険証 

マイナンバーカードに健康保険証の機能を搭載。本人が利用登録することで使用できる。 

■資格確認書 

マイナ保険証を持っていない人に 12 月以降、順次送られる。保険証代わりに使える。 

有効期限は最長 5 年。 

 

2024 年 12 月 2 日からは健康保険証の新規発行が終了し、「マイナ保険証」の利用が加速すると見込

まれます。ただし、従来の保険証も最長 1 年間は使用できるうえ、最長 5 年間は使用可能な「資格確認書」

も発行されるため、変更内容を正しく理解し、自分自身に合った方法を選択しましょう。 

【マイナ保険証】 

2024 年 12 月以降の健康保険証はどうなるの？ 

情報  



手形・小切手を電子的決済サービスへ

電子化、
もうお済みですか？

これから知
っても

まだ間に合
う！ 電子化の　つのメリット3

コスト削減 事務負荷軽減 リスク低減

印紙税や
取引先への郵送料等が

不要

どこでも利用でき、
煩雑な事務負荷

を軽減

盗難・紛失
の心配がなく、
災害にも強い

政府は「約束手形・小切手の利用廃止」の方針を
示しております。これをもとに、産業界・金融界が
連携して2026年までの手形・小切手の利用廃止
に向けた取組みを行っています。早期に電子的
決済サービス（※）への移行をご検討ください。
（※）電子記録債権（でんさい等）とインターネットバンキング
（IB）による振込

1 2 3

電子記録債権・
IB


